
補章

自律的学校経営の時代における

学校改善と教育委員会の役割
1)

はじめに 一 課題としての学校改善と教育委員会 一

分権改革が進展する中， 教育委員会に対して， 分権時代にふさわしくない

機構であるとして廃止すべきとの厳しい評価がある一方では， 分権時代の自

治体独自の教育改革の担い手としての役割が注目されている． 特に， 学力低

下問題に地域独自の施策を展開している自治体では， 各学校の教育改善の取

り組みを支援し， 促進している教育委員会の取り組みが目立っており， 教育

委員会の， 学校改善を支える支援機構としての役割に人々の関心が集まって

いる． その結果，教育委員会の支援の在り方に多大な期待が寄せられている．

教育委員会は，学校改善を促進するには， どのような支援をすればよいのか．

どう支援すれば， 学校改善を成功に導くことができるのか． 学校支援機構と

して， 各学校の教育改善を支えるには， どのような取り組みが求められるの

か． こうして， 今日， 学校改善とそれを支援する教育委員会という問題が重

要な検討課題としてクロ ー ズアップされているのである．

そこで本章では， これからの時代の学校改善とそれに対する教育委員会

（教育長， 事務局を含む広義の教育委員会）の支援という問題を検討すること

としたい． 検討の基本的視点は， 自律的学校経営の時代において， 学校改善

に教育委員会はどのように取り組めばよいか， どのような取り組みが学校改

善を促進するか， という問いである． すなわち， われわれが自律的学校経営

の時代に生きているということを前提として， 教育委員会の支援の在り方を

検討する． 自律的学校経営とは（詳細については， 後述する）今日の学校の在

り方を端的に表すキーワ ー ドの 一つであり， 自校の教育改善に主体的かつ持

続的に取り組む学校， あるいは自発的な学校改善能力を備えた学校の創出を

意味するが， 学校も教育委員会も， 今日， 自律的学校経営の時代であるとい

うことを認識した上で， 学校は学校改善に自主的・主体的かつ持続的に取り

組み， 教育委員会は学校改善の支援に重点的に取り組まなければならない．
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自律的学校経営の時代における学校と教育委員会の責務は何か。 それが， 本

章で解明しようとする基本的問いである．

そのために，まず，（1）今日，なぜ，自律的学校経営が提唱されているのか，

その理由はどこにあるのか，について明らかにする． つぎに，（2）学校と教育

委員会の関係について論及する． というのは， 自律的学校経営という潮流そ

れ自体が， 学校と教育委員会との関係の在り方を再検討する必要性を改めて

提起しており， 学校と教育委員会のパ ー トナ ー シップをどう理解し， どのよ

うに構築すればよいのかという問題を含んでいるからである． パートナ ー

シップといえば， 学校と教育委員会の間にそのような関係がありうるのか，

という疑問を持つ者も少なくないかもしれない。 しかし逆に， それはあたり

まえのことではないかという意見もあるであろう． そこで， わが国における

学校と教育委員会との関係はそもそもどういうものであったのか， どのよう

に変遷してきたのか， 両者の関係について， 簡潔に整理する。 最後に， ーそ

して，これが本章の中心的な部分であるが一，（3）学校改善の主体として，学

校はどういう取り組みをすればよいのか． 学校改善の主体であるためには，

学校には何が求められるのか． そして， 学校との間にパー トナ ー シップの関

係にあるべき教育委員会は， 学校改善に対してどのような役割を果たすこと

ができるのかに論及する． このような問題を解明することによって， 学校の

今日的課題は何なのか， そして， 教育委員会はどうすれば， その存在意義を

高めることができるのかを明らかにすることを試みる．

1 学校改善をめぐる今日的動向

まず， 学校改善をめぐる今日的な動向の特徴はどんな点にあるか． 学校改

とは， 端的にいえば， 子どもの学力を確保する学校の取り組みであり， 子

どもの学習権を充足することによって， 子どもの未来を保障する学校の営

み， あるいは， そのために自らの教育力を高める努力であるといいかえるこ

ともできる． それゆえに， 学校改善という営みは， 学校にとって取り組んで

当然のことであり， それがことさら， 今日的に重要な課題であるということ

ではない． しかし， 今日， 改めて， 学校改善が注目を浴びているのも

あり， それはなぜかといえば， 学力向上が喫緊の課題と認識される一方で，

新しい研究知見に基づく学校改善の新たなアプロ ー チないし戦略が提唱さ

れ， その政策化に注目が集まっているからである．
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学校改善戦略の世界的潮流としての自律的学校経営

現代の学校改善の中心的な潮流の一つは， カリキュラムの改善や授業改

善教員の養成 ・ 採用 ・ 研修の見直しよりも， 学校の組織構造と過程それ自

体を再編することに焦点を置くものである。 例えば， 自律的学校経営ないし

現場に基礎を置く学校経営(School-Based or Site-Based Management)が

注目されている． これは， 学校の組織構造の再編， 特に学校への権限移譲に

よって意思決定構造を変更し， それを通して学校における仕事の社会的 ・ 文

化的環境を変革し， 教育に対する教員の意欲とコミッ トメン トを高めるとと

もに， その専門家としての職能成長を促し， 学校の教育力の向上につなげよ

うとする学校改善の戦略の一つで， ここに， 学校改善をめぐる今日的動向の

重要な側面がある． そして， このような学校改善の戦略が， 学校改善の世界

的な潮流となっている．
事例として， アメリカを取り上げてみる． 周知のように， レ ー ガン政権下

のアメリカで， 1983年，『危機に立つ国家(A Nation At Risk)』 という報告

書が連邦教育省から出された． そして， この報告書をきっかけに， 全米的な

規模の，全少卜1を巻き込んだ教育改革が動き出した． それ以降， ブッ シュ，クリ

ン トン， ブッ シュというように， 共和党から民主党へと， 民主党から共和党

へと政権交代があっても， ここで開始された教育改革は超党派的に取り組ま

れ， 大きな流れとして， ずっと継続されている． たしかに共和党と民主党と

の間には， 公教育の再建という課題に対する解決方法の方向性にちがいがあ

り，重点的な，あるいは優先的な教育施策に差異がある． 例えば，チャ ーター

スクー ル(charter school)をどうするか， あるいは， バ ウチャ ー 制(voucher

system)をどうするかについて，基本的なスタンスが異なる． しかし，学校改

こそが教育問題解決の鍵であり， 教育改革の中心でなければならないとい

う点では意見の一致があり， 超党派的な政策課題として教育改革が推進され

ている． 元来， アメリカは社会問題の解決を教育改革に求める傾向の強い，

いわば「教育改革の国」としての歴史と伝統がある． 1957年， 旧ソ連に人工

衛星の打ち上げで先を越され，宇宙開発において遅れをとった（そして，それ

は， グロ ー バルリー ダーとしてのアメリカの地位を脅かす）という認識のも

たらした社会的衝撃， いわゆるスプー トニク。 ショックは， 連邦政府による

大規模な教育改革の取り組み（厳密にいえば， 各小卜1・学区の教育改革を支援す

る取り組み）を引き起こした． スクー ルカウンセラー 制度が拡大・整備され

たのは，実はこの時代であり，国家防衛教育法(National Defense Education 

Act)という， 物々しい名前の法律（連邦補助立法）が生まれ， その中に， 理数
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科教育の強化とともに， 子どもの適性・能力の早期発見や教育相談の専門職

化のためにスクールカウンセラ ーの養成。配置への支援策が盛り込まれたの

である． アメリカはある意味， 絶えず教育改革を行ってきた国であり，

教育改革への取り組みが全米的な課題となっていること自体に特別に新しい

意義があるわけではない．

しかしながら， 今次の教育改革ほど長続きしている改革はこれまでなかっ

た． 1983年から本格的に開始され，もう20年余経過したにもかかわらず， そ
して， その改革戦略に変遷は見られるにせよ， そのモメンタム（勢い）は全く

衰えを見せていない． ただ， それは教育問題がそれだけ深刻であり， 容易に

解決できないということでもあるが， それはともかくとして， 連邦， J+1, 地

方学区のどの レベルでも， 全米的にかつ持続的に学校改善のために教育改革

に取り組んできていることは事実であり， 特記するべきことである． そうい

う中で， 注目されるのが， 学校改善をどう進めるかについてさまざまな議論

と実践が積み重ねられ， 自律的学校経営という コ ンセプ トに依拠する戦略が

鍵的戦略として提起され政策化され， それを基軸の一つとして学校改善が取

り組まれているということである．

1998年の中教審答申『今後の地方教育行政の在り方について』の中で，周

知のように， 重要な政策課題として「学校の自主性・自律性の確立」が提言

されたが， これは， 自律的学校経営という世界的潮流がようやくわが国に導

入され， 政策化されるべきという， そういう提言がなされたことを意味して

いた． とはいえ，政策内容上の欧米との落差は大きい。 コ ンセプ トの上では，

中教審答申を院めばわかるように， それが課題として提起され強調されてい

ることは明らかである． すなわち， これからは， 学校の自主性・自律性を確

立する， つまり， 学校現場の主体性と自由裁量を尊重することが学校づくり

の基本であり， それが学校改善にとって重要な意味を持つ大事なことであ

り， そのためには学校と教育委員会との関係を根本的に見直していかなくて

はいけない． 学校の裁量の幅を大きくし， 学校改善への学校の自己責任を求

める方向で， 見直すべきであり， それを学校改善の中心的戦略とするべきで

ある． そういう考え方が根底に流れている． ここには明らかに， 学校改善の

世界的潮流の影響を見ることができる．

自律的学校経営の特質としての現場主義

さて， 学校改善の戦略としての自律的学校経営ー中教審答申がモデルにし

た世界的な潮流としての学校改善戦略である自律的学校経営ーの特質はどこ



1 学校改善をめぐる今日的動向 195 

にあるかといえば， それは現場重視， 現場本位の学校経営ということができ

る． ケンタッキ ー小11は全州的に自律的学校経営を法制化した小卜1としてつとに

有名であるが， そこではSBDM (School-Based Decision Making)という名

称を使っている。 自律的学校経営とは学校現場の学校経営上の主体性と自由

裁量を尊重し， 自己責任の下に学校づくりを推進する政策と実践ということ

であるが， その前提となるのが， これまで教育委員会が持っていた学校経営

に関わる意思決定(decision-making)権限を学校に移譲する， つまり， カリ

キュラム編成， 人事， 予算など学校経営に関わる基本的な事項についての意

思決定権限を学校に与えることである． そして， それと同時に， 教育成果に

対する説明責任を学校に課す． すなわち， 学校は， 自律性を許容された分，

それに対応して（その引き替えに）自ら結果を出さなくてはいけない． 結果に

対して自己責任を学校に負わせる仕組みである． 学校改善への自由裁鼠に基

づく自 主的な取り組みとその結果に対する学校のアカ ウンタビリティ

(accountability)を求めるのである． 自律的学校経営というのは， ただ自由

裁量を学校に認めるだけではない． 同時に， アカウンタビリティ， 結果に対

する説明責任というものを学校が自己責任として引き受けるというものであ

る． アカウンタビリティはただ単に説明責任といわれることが多いが， 投入

されたリソー ズに見合うだけの結果を出すことに対する責任である． 結局，

自律的学校経営とは， 結果（教育成果）を出すことへの自己責任， 教育サ ービ

スを行う主体である学校に裁量権を与え， 教育サ ービスを自由かつ柔軟に計

画。設計できる存在として学校の諸条件を整えて， それと引き替えに学校に

対して結果への自己責任を求める， このような考え方である．

こうした考え方の背後にあるのは， 公教育を再編する鍵は分権あるいは 規

制緩和にあるという考え方である． 自律的学校経営という場合， 行政組織内

の分権化， つまり，教育行政組織における管理機関としての教育委員会から，

教育機関としての学校への権限の再配分，権限移譲にほかならない． これは，

水平的分権(horizontal decentralization)と呼ばれて， 垂直的分権(vertical

decentralization)， つまり， 中央から地方への権限移譲一例えば文部科学省

から地方教育委員会への権限委譲， この結果， 教育委員会がより自律性を持

つことになるが一と対比される． この水平的な分権では， 管理機関はそれだ

け権限縮小を余儀なくされることになる． つまり， 自律的学校経営というの

は， 現場を意思決定の主体として大切にする現場主義（現場重視・ 現場本位）

ということである． 自律的学校経営の特徴を表す言葉として， しばしばボ ト

ムアップ（下から）という言葉が使われるのはそのためである． 実際に教育
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サ ー ビスを行う現場， 子どもたちにどのようなサ ー ビスをすればいいのか．

今どのようなサ ー ビスをしなければいけないのかということを熟知して いる

のは， 現場であり， 学校現場にはそういうことを的確に把握する責任と権限

がなければならない． これまで理論としては理解していても， 現場よりは管

理機関が中心となって問題解決を図ってきた． い わゆる， トップダウン（上か

らの）の官僚制的問題解決が手法として支配的であった． そう い うやり方で

は短期的にはともかく， 長期的に見れば， 結局， うまくいかないということ

が わかってきた． 学校経営研究を通じて，特に70年代の終わりから始まった

「効果的な学校(effective schools)」研究を通じて， そういうことが明らかに

なってきた． その意味で， アメリカのSBM というのは， 実証的研究の蓄積

から発想されたものなのであり， 研究成果に裏付けられた学校改善の戦略

（政策と実践）である．

自律的学校経営を支える学校観と教師観

自律的学校経営という学校改善の戦略に含まれる意味合いとして見逃して
はならないことは， 学校がよくなるには， 新しい学校観， 新しい教師観が必

要不可欠であるという点である． つまり， この戦略の背後には， 学校観や教

師観の転換があった， あるいは， そうした転換の必要性が認識されてきたこ

とがある． では， 新しい学校観とは何かといえば， 学校こそが改革の主体

(change agent)である， 改革の主体としての学校ということを認めるべきで

あるというものである． これまで学校は， 管理機関が打ち出した政策を受け

入れ， 実施する存在でしかなかった． だから， 学校は政策を的確に実施して

いるかどうかを管理機関によってモニタ ー される， そういう存在でしかな

かった． そういう側面が不要になるわけではないが， それだけでは教育は変

わらないし， よくならない． 教育をよくするには， 学校のニー ズ， 子どもの

ニー ズを把握しなければならない． それは学校現場でなければできないし，

学校現場の意思を尊重しなくてはいけない． 端的にいえば，政策（問題解決の

ための行動の シナ リオ）を創造する存在(policy creator)としての学校であ

る． 学校は与えられた政策（管理機関が判断し決定した政策）をただ単に実施

するだけではなく， 学校自らの判断により， 政策を創造する存在， つまり学

校教育の目的と活動を自ら設計・計画する存在でなければならない． そのよ

うに学校の位置付けを変えていくことが学校改善を進める上で不可欠ではな

いかと認識されてきている．

それに伴って，教師観の転換も求められている． 自律的学校経営の提唱が新
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たな教師観を伴うというもっとも象徴的な事例が， 前記した『危機に立つ国

家』 という報告書の後に出された1986年の『備えある国家(A Nation Pre­

pared)』という報告書である． 全米的な規模で行われている， 今日のアメリ

カの教育改革が， 学校改善は全国的な教育課題であると問題提起した『危機

に立つ国家』が出された1983年を起点とすることは事実である． つまり， そ

の報告書をきっかけとして， アメリカはかつてない全般的学力低下という危

機に瀕しているという事態に対して国民の関心が注がれ， 教育改革が全小卜I的

に広がったのである。 しかしながら， 教育改革の戦略は今日までずっと同じ

であったというわけではない． 当初， 小11主導型の トップダウンの教育改革と

いう色彩の強かったアメリカの教育改革が， 学校主導型のボ トムアップの教

育改革へと， その戦略に大きな転換を見せるのが， この『備えある国家』 と

いう報告書が公表された1986年以降といわれているのである． 学校改善の

戦略として， ここでいう自律的学校経営の動きが顕在化するのは， 実は， こ

れ以降なのである． 1986年の報告書には， その転換を象徴するかのように，

教育改革の成功の条件として， 新しい教師観が大胆に提唱されている．

それまで， 教師は問題のソース（源）， もっとはっきりいえば， 問題の元凶

であるとみなされてきた． つまり， 教育問題の源泉は教師にある， 子どもの

学力低下は教師の質に起因するという見方が支配的で，『危機に立つ国家』は

そういう発想が貫いていた． したがって，各州が重点的に取り組んだ教育改

革が， 教員免許を更新制にする， カリキュラムの厳格な遵守を教員に求める，

授業時数を増やす， そういう施策をつぎつぎに打ち出して学校を改善しよう

とするものであったのは不思議ではない． 要するに， 教師（の教育活動）を縛

ることをしないと， 学校はよくならないという考え方が濃厚にあった． それ

に対して， 1986年の『備えある国家』という報告書は一これは連邦教育省で

はなく， 民間の シンクタ ンクであるカー ネギ ー。 フォ ーラムが出した報告書

であるが一， 教師はソリュ ー ション(solution)であるという考え方を提唱し

た． 問題のソ ースではなくて， 問題に対するソリュー ション， つまり解決策

としての教師という考えである． 問題のソースではなくて， 問題解決のリ

ソ ースとしての教師といってもよい． 学校を改善していく上で， 教師は問題

の源泉ではなくて， 問題解決の資源であるということである． そういう教師

観の転換を， カー ネギ ー ・ フォ ーラムは打ち出した． それゆえ， 学校改善に

とって必要なことは， 教師のエンパワ ーメン ト(empowerment)である， 教

師をエンパワ ーしなくてはいけないと論じている． 端的にいえば， 教師の教

育専門家としての能力を信じ， その能力を十分に発揮できるような制度的・
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組織的環境を教師のために整備することこそ優先するべきであるという主張
である．

事実，『備えある国家』を貫くライトモ チー フは何かというと， それは教職
の専門職化(professionalization of teaching)である． 教職を専門職化すべき

であるという提言が報告書全体を貫いている． 報告書が強調していること
は， 教師は教育の専門家たることが強く求められるけれども， 専門家にふさ

わしい環境が保障されていないのではないか， 教師には専門家として生きる

ことのできる環境， すなわち， 専門家として仕事をして， 専門家として評価

され， 専門家として成長し， 専門家として処遇される制度的・ 組織的環境を

保障するべきである， ということである． プロ フェッ ショナ ル・ エンヴァイ

ロ メン ト(professional environment)という概念を使っている． つまり， 専

門職にふさわしい仕事環境を教師に保障することが， 学校が子どもの学力保

障というその使命を達成するための前提条件であるというわけである． これ

は， 学校改善における教育委員会の役割について示唆的である。 後ほど，

「学校改善における学校の責務と教育委員会の責務」のところで詳しく検討

するが， 簡潔にいえば， 教師がプロ フェッ ショナ ルとして仕事ができる。 そ

して， プロ フェッ ショナ ルとして学び， 成長することができる． そういうこ

とが制度的・ 組織的に保障されなければ， 学校は変わらない， 学校改善はで

きないということである． 興味深いことに，同じ1986年に同じようなライ ト

モ チー フで書かれた報告書が二つ出されている． 全米仲I知事会の『成果を求

める時(Time for Results)』と， ホ ームズ・ グループ（全米1 00余の教員養成

に関わる研究大学一 research universityーのコンソー シアム） の『これから

の学校(Tommorrow's Schools)』 という報告書である． いずれも， カ ー ネ

ギ ー フォ ーラムとは関係のない全く別の組織であるが， 学力向上の基本条件

として教職の専門職化という改革理念を提起しているのである． 期せずして

同じような教育改革の戦略が提言されたということは， 自律的学校経営とい

う改善戦略は， 学校への権限の再配分を行うべきとする理念的な「べき論」

から生まれたのではなく， 教育が変わっていくための学校の条件（学校像）は

何なのか， そして， どんな教師観が必要なのか， そういうことを明らかにし

た実証的研究成果（証拠）を共通基盤としたものであることを示唆している．

自律的学校経営の隠れた次元

しかしながら， これが学校改善をめぐる今日的動向のすべてというわけで

はない． そこにはもう一つ注目するべき側面がある． 学校改善と教育行政機
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関の関係を検討す る 時， 忘れてはならない側面であ る ．

自律的学校経営の戦略に よ る 学校改善は全米的な広がりをもって取り組ま

れてい る ． ケンタッ キ ー 州をは じめ と して， フ ロ リ ダ小卜し カリ フォ ル ニア州 ，

イリノ イ 小卜Iなどが代表的であ る が， 全米的な潮流 と なってい る ． しかし， こ
の政策 と 実践をめぐって， いくつかの問題が指摘されてきてい る のであ る ．

問題 と なってきたのはどのようなこ と なのか．

この改善戦略は， 学校 に教育課程編成， 人事， 予算編成に関す る 裁量権限

を与えつつ， 他方で， 教育成果に対す る 厳しい結果責任を課す． そうす る こ

と で学校改善が推進され る ， 学校がよくな る と いう論理 に基づいてい る 。 自

由裁量を学校・教師 に許容す る こ と で， 学校 ・ 教師の教育 に対す る 当事者意

識(owership)を刺 激し， 学校改善へのインセン テ ィ ブ（誘因）， つまり自発

的 。 主体的に 教育実践（授業）の改善に 取り組む意欲・ コ ミットメ ントを喚起

す る ， と 考えられ る からであ る 。 しかし， この政策は他方で， 学校 にアカウ

ンタビリ テ ィ， 教育成果に対す る 自己責任を課してい る ． つまり， 自由裁量

権限 と 引 き替え に 一定の教育成果を上げ る こ と を求めてい る ． と ころが， 自

律的学校経営方式を採用した 学校で学校改善が必ずしも進んでいないこ と が

明らか になってきたのであ る ． 学校 に 裁量権限を与えれば， 学校改善はうま

く行く と いう理論的前提の下 にこの政策が実践されたわ けであ る が， そう と

は限らない事例が少なくない． 同 じ学区内でも， 教育成果に学校間格差が見

られ る ． つまり， 想定された教育成果が上がらない学校が少なくないこ と が

次第 に明らか になったのであ る ．

それはなぜか， と 問う中から浮かび上がってきたのが， 自律的学校経営 に

潜在す る ， いわば隠れた次元 と でもいうべき次元の問題であ る ． 端的 にいえ

ば， 自律的学校経営 と 学校の持つ組織能力(organizational capacity) と の関

係であ る ． 同 じ自律的学校経営の方式を取りながら， 一方の学校が成果を上

げ， もう一方の学校が成果を上げえないのはなぜなのか， と いう問いは， 自

律的学校経営はそれ自体学力向上の万能薬ではないこ と ， それゆえ， 自律的

学校経営の成功す る 条件は何かを問わなければならない， と いう問題を提起

す る こ と になった． そこから自律的学校経営 と 個々の学校の有す る 組織能力

と の関係， もっ と いえば， 組織能力に おけ る 学校間格差の問題 に 照明が 当て

られ る こ と になったのであ る ．

具 体例をあげ る と ， 例えば， シカ ゴ と いう， ニュー ヨ ーク につぐア メ リカ

有数の大都市があ る ． テ レビや映画の『ア ンタッ チャ ブル(The Unto uchabl­

es)』の伝説的なギャ ン グ， アル ・ カポ ネの名前 と と も に ， あ る いは， 井 口資
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仁（現千葉 ロ ッテ）が活躍したメ ジ ャ ーリー グ 。 ホ ワ イ ト ソ ッ ク スの本拠地と

しても知 ら れている。 その シカ ゴ市では，1988年の シカ ゴ 学校改革法の制定

の下で， 自律的学校経営という学校改善策が実施された． シ カ ゴ市は小学校
だけで 550 もの学校を抱えるアメリカ有数の大都市学区の一 つ であるが，
施後の政策評価では， 大ま かにいえば， 3 分の 1 の学校は自律的学校経営に

よって子どもの学力が向上した． アメ リ カ の場合， ほとんど学力向上の指標

は州の統一テス トの成績であるが， その成績に向 上が見 ら れた ． ところが 3

分の1 は， 自律的学校経営を採用したにもかかわ ら ず朴I統一テス ト の成績が

低下している． つまり，学校改善に失敗して いる。 そ し て ，残りの 3 分の 1 は
政策の導入以前と変わ ら ないということが明 ら かに なった． つ ま り ， 同 じ仕

組みの下でも， 学校によって教育成果に大き なちがい がある。 同 じ仕組みで

動いても同 じように学校改善がなされるわ けではな い． それは な ぜか， どこ

に原因があるか．

注目されてきたのが， 個々の学校の有する組織能力である． 自律的学校経

営の下で学校改善に成否があるのは， その も っと も 大き な要因は， 組織能力

であり， 学校に備わっている組織能力に差があるために， 同 じ仕組みの下で

学校改善に取り組んでも， 同 じようには成果はあが ら な い． 組織能力の構成

要素はもちろん一つではない． ま ず，教師（集団）の専門的 な 力量がある． 教

師（集団）の力量にも学校間格差があり， 力のある教師が多い 学校もあれば，

そうでない学校もある． 結局， そういった格差が学校改善の成否， 学校間の

学力向上の差となっている。 それだけでは な い． S BM では， 学校協 議 会

(s chool coun cil)というものが，すべての学校に設置されて ，主要な意思決定

（教育課程の編成， 予算の配分， 人事の意思決定 など）は す べ てそこで行うた

め，学校の組織能力という時，こうした学校協議会の合議体 と して の能力（意

思決定機構としての能力）も組織能力の一要素とな る． 学校協議会には，地域

住民代表， 保護者代表， 校長， 教員代表（ハ イ ス ク ー ルの場合， 生徒代表 も ）

が含まれ， そこで意思決定を行う． そういう仕組みで学校が動く． 同 じ仕組

みをとっても， なぜ， 学校間に格差が生ずるのか． シ カ ゴ のS BM に関する

政策評価研究の知見によると， その学校協議会に参加する保護者や地域住民

の持っている力量に差がある． つ ま り， 学校協議会という合議体で政策的 な

議論をする， いろいろな意見を闘わせる， さ ま ざ ま な知恵を出し合う， そし

て， それを ま とめて政策づくりをする， そうい う 学校協議会の政策的力量が

地域によってちがう。 そのことがS BM 政策の効果に影響を与える．
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自律的学校経営下の教育 委 員 会の新た な 役割

ということは， そうした格差を是正し， 一定の組織能力というものを保障

しない限り（その格差を放置しておくならば） ， 学校に裁量権限を与え 自

任を課しても期待するほどの学力向上という成果は上がらないこと

る． 自律的学校経営を導入して， シカ ゴの学校がすべてよくな っ たわ けでも

ない， むしろ， 学力が低下した学校もあるということは， 見方を変えれば，

自律的学校経営政策の導入により教育委員会の権限が縮小されたため， これ

まであった教育委員会のモニ タ リン グ機能ないしメカニズムから学校が 自 由

になった結果， 組織能力の不十分な学校が見逃され， 成果が上がるどころか

逆に下がってしまった， ということも考えられる． そして， こうした政策評

価研究の結果として提唱されてきたのが， 学校と教育委員会とのパ ー トナ ー

シ ッ プということである。 つまり，教育委員会が学校に対する支援機構(sup ­

port structure)として積極的に行動しないと， 学校支援に対してアクティ ブ

な教育委員会でないと， 自律的学校経営政策は必ずしも所期の成果を生まな

い． 自律的学校経営の基本原理を変更する必要はないけれども， 学校と教育

委員会との関係の再構築という新たな課題が浮かび上がってきた． 成功の条

件としてのパ ー トナ ー シップという新たな連携と協働の関係である． この関

係の下では， 学力向上の見られる学校には教育委員会は， 何もいわない． 学

力向上に主体的に取り組むだけの権限と責任を与え， それが成果を上げてい
るから， 何もいう必要がない． ところが， 問題のある学校がある． 何年たっ

ても子どもの成績がよくならない，そういう学校がある． それをどうするか．

そういう学校に的確かつ迅速に対応するための権限が教育委員会になければ

ならない． 自律的学校経営だから， 教育委員会は権限を学校に移譲するだけ

で責任を全うするということではなくて， 的確かつ迅速な対応ができるた め

に必要な権限を確保しないと， 学力低下に悩 砂学校を救うことはできない．
そういう権限が付け加えられれば， 教育委員会が学校に新たに圧力（プ レ ッ

シ ャ ー）をかけることもできる． つまり，圧力と支援（サ ポ ー ト） が同時にでき

るような仕組みが必要不可欠であることが認識されてきている．

事実 シカ ゴでは，1988年学校改革法を1995年に改正し， 自律的学校経営

は新たな枠組みの下に再出発することになる． 例えば， 教育委員会は教育成

果の上がらない学校に対して「介入」する権限が新たに加えられた． 数年に

わたって子どもの成績の向上の見られない学校は 「保護観 察処分(proba ­

tion)」に付される． 非行を犯した青少年に対する措置として， 保護観察処分

というものがあるが， それと同じ論理である． 子どもの成績を上げられない
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学校に対して， 学校のど こ に問題があ るのか， 教師の専門的力量に問題が あ

るのか， 地域住民や保護者の教育への無関心なのか， あ る いは校長のリー

ダー シ ッ プに問題が あるのか， 各学校に張り付 い て諸々の観点か ら 検証す

る． それが問題ありと認識された学校に対する保護観察処分で， 3年間かけ

て「査察」してみてなおかつ改善が見 ら れな い 場合， 校長を入れ替 え る， 教

師集団を大幅に入れ替えるなどの措置を取る仕組みをつくったので あ る．

1995年改正法につ い て， 学校分権化をや め て 教育委 員 会 への再集権化(r e­

ce nt ralizatio n) を図るものであるとの評価も あ るが， ただ単に教育委員会の

権限を元に戻したわけではない． 自律的学校経営という仕組みを廃止したの

でもな い． 自律的学校経営の下で成果を上げることの できな い 学校に対し

て， プ レ ッ シャ ーをかけると同時に， より重点的にサ ポ ー トを行う システム

を構築したので ある． 教育委員会の役割が「再定義」されたというべき で あ

ろう． まさしく学校と教育委員会が手を携 え て学校を改善する， 学校改善の

パ ー トナ ーとしてお互いが自 ら の責任を果たし て い く ことで初 めて ， 学校は

よくなるというわけである． すなわち， 自律的学校経営と いう改善戦略を生

かすた めに， より効果的な戦略とするためには， 学校と教育委員会のパ ー ト

ナ ー シ ッ プの構築が必要であるという認識の下に， 新たな政策と実践が生 ま

れてきたという こ とである。

こ うした動きが， 学校改善の今日的動向のもう一つの， 隠れた次元では あ

るが， 注目すべき側面で ある こ とを見逃して はな ら な い 。 わが国では， 1998

年の中教審答申が， そうした動きを受けて， 自律的学校経営の概念に基づい
て「学校の自主性・自律性の確立」を提言する一方 で，「学校と教育委員会の

関係の見直し」を提言した． こ れは， 薄 め ら れた形で あるとはいえ， これか

ら の学校と教育委員会の関係の在り方に関する考 え 方として， 自律的学校経

営という改善戦略と両者間のパ ー トナ ー シ ッ プの構築を課題として 掲げ て い

ることは， 一定の評価がなされるべきで ある． 学校改善に取り組む方向性に

間違いはないとい えよう． とは い え， 問題は， それをどのよう に， そして，

どこまでやるかである． 方向性は出されたけれども， 法改正や施策・ 事業の

転換といった具体的な動きは緒についたばかり で， まだまだ不十分で あ り，

これか ら の動きに期待しつつ注目していきたい．

2 わ が国 に お け る 学校 と 教育委 員会の 関係の歴史

したがって， こ れか ら の問題は， わが国の自治体教育行政をめ ぐ る厳し い

条件の中で， 教育委員会が学校のパ ー トナ ーとして ， 学校改善にどう取り組
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んでいくことができるか， ということになるが， それはあとで検討すること

にして， まず， 学校と教育委員会の間のパ ー ト ナ ー シ ッ プという問題を取り

上げることにする．

教 育 委 員 会法下 に お ける教 育 委 員 会 と学校
学校と教育委員会のパ ー ト ナ ー シップということを間いて， 果たして， 両

者の間にパ ー ト ナ ー シップの構築は可能なのか， そんなことは夢物語ではな

いのか， という意見を持つ人も多いと思われる． われわれの周 囲には， 今な

お， その関係を「学校と行政」 という二項対立的に捉える思惟様式を取る人

も少なくない。 このような見方は， 学校が公費に基づいて公共的サ ービスと

して教育を実施していること， つまり， 公立学校が行政の一環で あり， 行政

（サ ービス）活動として行われていることを考慮して いない議論といわなけれ

ばならない。 実をいえば， 学校と教育委員会の関係というのは， 教育委員会

法の中にそれとして書き込まれているわけではないが， 教育委員会制度発足

時には， 両者のパ ー ト ナ ー シップが予定されていたと解釈できる．

教育委員会制度の仕組みを法定した教育委員会法が準備・ 立案される過程

でたたき台になったのは， 周知のように， 第一次アメリカ教育使節団報告書

である． 報告書は，アメリカで生まれ発展してきた，学区(scho ol d istrict)を

基礎単位とし， 管理機関としての教育委員会と教育機関としての学校という

構図の中で教育サ ー ビスを行うという地方教育行政制度としての教育委員会

制度を提言しており， 学校と教育委員会とのパ ー ト ナ ー シップという考え方

が見られる。 報告書にはつぎのような一文がある． すなわち，「教師で あれ，

教育行政官で あれ， 教育者の職務に関して銘記するべき一つの教えがある．

教師の最善の能力は， 自由の雰囲気の中においてのみ発揮される． この雰囲

気を備えることが教育行政官の務めで あ っ て，この逆ではない」「従来は， 視

学制度によって学校への統制が強いられてきた． …この制度に代わって， …

激励したり助言したりするコンサルタン ト や専門的ア ド バイ ザーの制度を設

けるべきで ある． 」

これは， 人 口にl會灸 する文章であるが， 要するに， 教育行政機関というの
は， 教師がその能力を十二分に発揮するための触媒で ある， それが教育行政

の主要な任務で あるということを提起している． 教育行政の基本原理を定め

た旧教育基本法の第10 条自体が教育の自主性（「教育は不当な支配に服する

ことなく…」）を謳っているが， 旧教育基本法 10 条と教育委員会法との関係

は非常に密接で， 教育委員会法の目的を記した第 1 条に， 教育の自主性を
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謳った教育基本法の第 10 条の文言が， 直接引 用されている． つまり， 教育委

員会法というのは， 教育の自主性を前提とした教育行政の組織と運営に関す

る法律であるということ， そして， 教育行政機関というものは， サ ポ ー トと

いう言葉は使っていないが， 教育の自主性を支える条件整備機構であるこ

と， 報告書の言葉を使えば， 学校の中に自由な雰囲気を醸成するのが教育行

政の働きであって， その逆ではないということである。

それを具体化した制度の一 つが， 指導主事制度である． 指導主事というの

は， 報告書の引 用にあるように， 教師に対して「激励したり助言したりする

コンサルタン トや専門的ア ド バイザーである」ことを期待される， 新たに設

けられた職位である． 視学と呼ばれた戦前の職位が名称を変えて復活したわ

けでは決してない． むしろ， その否定の上に生まれたものである． つまり，

各地域の実情に応じ， 地域に根ざす教育のために助言を行うための ポス トで

あった． 戦前の視学の役割は何かといえば， 教育に関する国策が現場に浸透

しているかどうかをチェックする（視る）ことであった． 戦前， 文部省の視学

官が地方を巡察する時， 県の視学官を引き連れ， 県下の学校長を附属学校に

集めて， 訓辞を垂れるのが慣行であった．

ここに象徴されているように， 視学制度は集権・ 官治的な教育行政を支え

るもので， トップダウン型の教育行政の核心の仕組みとして動くものであっ

た． こうした形式と慣行に対する反省が， 実は指導主事制度成立の背景に

あった． 指導主事は， 教育委員会事務局のほかの職員と区別されて専門的教

育職員として位置付けられ， 教育委員会法に基づいた， まさしく， 学校との

パー トナ ー シップの担い手としての役割を託された職位であった． 教育委員

会法では，「命令及び監督をしてはならない」 ということが指導主事の職務 規

定として特別に明記されていたのは， そのためであった． まさしく， 報告書

の精神を体現したのが指導主事制度であった． ところが， その後， どうなっ

たか． 教育委員会法が廃止になって， 1956年に地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（地方教育行政法）が制定されて以降， 指導主事制度は， 変容し

ていく．

地方教育行政法下 に お け る 教育 委 員会と学校

教育委員会法から地方教育行政法への転換の背景にあったのは， 教育行政

におけるイ デオロ ギ ー対立であった． それは， 教育をめぐる外的な状況の変

動と関係している． 教育行政における日教組と文部省のイデオロ ギ ー対立の

背景には， 自民党と社会党との保革のイデオロ ギ ー対立があり， そして， そ
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の背後には旧 ソ 連とアメリカとの冷戦という現実がある． いわ ゆ る 冷戦構造

の反映として， 文部省と日教組が教育行政をめぐって対立する． それが教育

委員会と学校との対立という形を取る． ある意味で，「代理戦争」の様相 を 呈

する こ とになる． こ うした状況の中で， 教育委員会には， 学校に対する「 日

教組支配」を防ぐ こ とが期待された． 極端な表現を使えば， 学校が組合支配

にならないように， 教育委員会は「校内秩序を回復」 することを優先する こ

とを期待されたといってよい。 もともと， 教育の地方自治機構として， 地域

の実情に応じた教育問題の自主的問題解決を託された教育委員会がそうした

「使命」を託されたのである．
こ れは戦後の教育行政の展 開にとって非常に不幸な こ とであった． 「秩序

回復」のために活用された理論が文部省幹部の著した『教育行政の基礎知識

と法律問題』 という本の中で展開した， いわゆる特別権力関係論というもの

であった。 こ の理論は， あえて単純化していうと， 「学校というのは営造物

（行政サ ービスを行うための施設） である． 営造物の管理権というのは教育委

員会に属する． 営造物の管理 （教員の勤務関係と児童生徒の利用関係 に 対す

る管理）には特別権力 関係 ＝ 営造物 である学校に対する管理機関 である教育

委員会の包括的な支配関係が成立する」という論理構成を取る． これは戦前

の， 天皇の官吏たる公務員の勤務関係を説明する公法学の理論であった． 戦

前は， 天皇制絶対主義下における営造物の管理関係には特別権力関係が成立

し， 管理機関は営造物に対して包括的な支配権がある， と論理構成されてい

た． 戦前ではそれが一定の妥当性を有し， 通用性を持 っ ていた． 戦後， 公務

員制度が 「全体の奉仕者」としての公務員という理念に基づいて改革され，

いわ ゆる民主的な公務員関係に転換されてからは， 制度を支える理論として

の妥当性はなくなり， 営造物管理論＝ 特別権力関係論は学説として残る こ と
になった． 教育委員会法から地方教育行政法への転換の中で， 学校との新た

な関係が模索される中， 文部省幹部により「学校と教育委員会の関係は営造

物の管理関係に等しい， ゆえに， そこには特別権力関係が成立し， 教育委員

会は学校に対して包括的な支配権を有する」という論が展開された． それは，

教育行政の現場では「教育委員会は管理機関として， 基本的には教育機関で

ある学校に対して何でもできる」という論理として受けと め られ浸透して

いったのである．

それに対抗したのが日教組教育研究集会の講師団に名前を連ねる学者。研

究者であった。 彼らが対抗理論として出したのが「教師の教育権限の独立」＝

「学校の教育自治」論であった。 それは， そのリー ダー格であった宗像誠也氏
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（当時東京大学教育行政学教授）のいい方を借りれば， 「教師は真理の代理人

である」という前提に立つ理論で， 「教師以外は， 教育内容・方法について ロ

を出すことはまかりならない」， 教育内容・方法には管理機関といえども， オ

フリミッ ト（立入禁止）であるという論理であった． そこから 「指導主事は専

門的教育職員であるといえども， 学校訪問において， 教育内容 ・ 方法に対し

ては口 出しはできない． 学校には教育自治がある」という考えが主張される

ことになった． これは教育委員会の包括的支配論に対する， いわば対抗理論

であり， これを前提にする限り両者の関係にパー トナ ー シップが成立する余

地はない． パー トナ ー シップという概念自体がありえないことになる。 一方

は， 完璧に学校を支配しようとする． 他方は， それをはねつけようとする．

単純化していえば， 地方教育行政法の制定以後， 全国各地であちこちで生じ

た教育委員会と学校との対立と紛争の背後には， このような論理の衝突が

あったといってよい．

指導主事制度の変容

その結果としていちばん不幸な運命をたどったのは， 指導主事制度で， そ

れは設置理念から大きく歪んでしまったといって過言ではない． いわゆる学

校訪問反対運動が全国的に広まった． それを支えた理論は，「教師の教育権限

の独立」論であり， 「学校の教育自治」論にあったが， もう一つの無視できな

い理由があった． それは， 地方教育行政法が制定され， それまでの指導主事

の職務 規 定が大きく変わったことに対する反発と抵抗であった． それまで

「指導主事は，教員に助言と指導を与える． 但し，命令及び監督をしてはなら

ない」とされていた職務 規 定が 「指導主事は上司の命に従い， 学校における

…専門的事項の指導に関する事務に従事する」ということになった． 「専門的

事項の指導に関する事務に従事する」という表現は， それまでの 「教員に助

言と指導を与える」という表現と比べて， それほど本質的な変更はない． 「上

司の命を受けて」という 規 定が大きな問題を学んでいた． 法解釈上， この 規

定が何を意味するかというと， 指導主事というのは教育長の直属の部下とし

て 「学校における … 専門的事項の指導に従事する（学校訪問はその一部であ

る）」ことであり，（学校訪問という場においては）学校長の上に立つことにな

る． 組織構造論でいえば，教育委員会法の下では 「スタッ フ（組織の中の命令

系統に属さず，自由な立場から助言をするポス ト）」として位置付けられてい

た指導主事が 「ラ イ ン（命令系統の一部として上司の意向を受けて職務に従

事する）」として位置付けられたことを意味する． 学校訪問して， 教育委員会
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の政策が浸透してい る かどうかをチェックでき る というよ り も， チェッ ク す

る こ とが指導主事の主た る 任務として期待 さ れ， 受け止められ， 実際に， そ

こに職務の中心が置かれ る ようになった． それは指導主事の任務の変容を意

味していた． すなわち， こ れまで期待されていたのは， 専門的知識 ・ 技術の

「権威」に基づいて自由な立場で，現場の課題に対して助言を行うという任務

であった。 こ れからは， それにとどまらなくなった． というよ り も， それ は

むしろ背後に隠れてしまうこととなった． 指導主事に何が期待 さ れたかとい

うと，例えば， 「法的拘束力のあ る 」学習指導要領がどれだけ遵守 さ れてい る
かをモ ニタ ーす る こ とであった． したがって， 学校の教育自治論の立場から

すれば， 「そういう指導主事はいらない」「学校訪問反対」というのは， 当然

であった． そ こ までいかないにしても，現場の教師にとって，指導主事は 「 ス

タ ッ フ 」として関わ る存在のはずであ り ， 「専門家として， わ れわ れの授業づ

く り を手伝ってくれ， わ れわ れの抱えてい る 教育課題への助言を行い， 校内

研修を意味あ る ものにす る ための ヒ ン トをくれ る 」存在であ る はずであっ

た． そういった要望に応え る 指導主事がいなかったわけではないが， イ デオ

ロ ギ ー対立の中で， 指導主事の使命は， 学校をサ ポー ト（支援）す る こ とよ り

もコン ト ロ ール（監視）す る ことに重点が変えられていった． 地方教育行政法

の制定以降の指導主事はこういった役割変容を余儀なく さ れた． 支援よ り も

監視を重視す る 教育委員会との対立関係が顕在化す る 中で， 学校もまた教育

指導行政への信頼が崩 れ， 学校対行政という二項対立的見方でしかものを見

る こ とができなくなってしまった． この事態は， 学校にとって， 指導主事に

とって， そ して教育行政の専門性の核心をなすはずの教育指 導行政にとっ

て， ま こ とに不幸であったといわなければならない．

教育行政組織としての教育委員会と学校

ところで， 地方教育行政法は， 文字通 り ，地方「教育行政の組織及び運営」

に関す る 法律であ り ， その中に， 教育委員会が学校管理機関として， 学校が

教育機関として位置付けられてい る ． という こ とは， 教育委員会だけが 「教

育行政組織」なのではなく， 学校もまた教育行政組織の一部であ る ことを意

味してい る ． 学校は教育行政組織の中で， 地域住民に対して直接に教育サ ー

ビス を行う機関であ り ，教育委員会は，所管す る 各学校に対す る （教育行政組

織の中の）管理機関なのであ る 。 そのような位置付けが明確にな さ れたのは，

地方教育行政法においてであ る ． 教育委員会法には学校（教育機関）に関す る

それ自体独立した 規 定がない． その理由についていえば， 学校は教育サ ービ
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スの実施を担う現場であり， その教育力を高めるべく自らその組織編成や経

営戦略を判断し決定する責任がある． 他方， 教育委員会の任務は学校がその
使命を達成できるように支援する， とりわけ，自由な教育活動の雰囲気を醸

成する こ とが求められている． それを前提として， 法律が組み立てられてい

るため， 特に学校との関係を法律の中に書き込む必要はない， というのが教

育委員会法の基底にある考え方であったと思われる．

こ れに対して， 地方教育行政法は， 教育委員会と学校との関係を明文 化し

て， 相互の関係をはっ きりと位置付けた． 両者の関係は， 基本的に， 地方教

育行政の組織における管理機関と教育機関とのそれであるが， その間の関係

を具体的にどうするかは， 各自治体 ごとに教育委員会 規 則としての学校管理

規 則で定めることになった 。 立法趣 旨としては， 管理権限は教育委員会にあ

るから， 教育行政の地方自治という考えに則って， 両者の関係を学校管理 規

則でどのように定めるかは各自治体教育委員会の自主性に求める， というこ

とであった． と こ ろが， 不幸なことに， 集権・官治的 システムが復活するに

つれ， 教育行政も例外ではなく， 当時の冷戦構造の反映である保革のイデオ

ロ ギ ー対立の主戦場の一つとなり， 地方自治としての教育行政という理念は

大きく後退を余儀なくされ， 教育委員会に対する文部省のコン ト ロ ールが強

化される こ とになった． 地方教育行政法の制定者の意図とは関わりなく， 各

地の教育委員会が独自の学校管理 規 則を制定する こ とは， 状況的にも， 組織

能力から見ても， 困難であった。 こ うして， 結局， 各地の教育委員会は文部

省の 「指導 ・ 助言」を受け， 学校をもっ ぱら 「監督」する， 極端な表現を使

えば， 「校内秩序を回復」するために 「取り締る」 こ とに重点を置く管理機関

として自らを位置付けていった． それが 60年代における教育委員会と学校

との関係の現実であった． パー トナ ー シップどころか， 両者の間には， 敵対

関係とでもいうべき， それに近い関係が形成されていったのである．

改革課題 と し てのパー ト ナー シ ッ プの再構築

地方教育行政法の制定以降に生み出されたそうした現実が今日わが国が直

面する教育課題の解決を妨げているのではないか． そうであるとすれば， こ

うした 「敵対関係」 を払拭し， 両者の間のパ ー トナ ー シップを回復しなくて

はならない， というのが， 教育委員会と学校との関係をめぐる今日の動きで

ある． 1998年の中教審答申において提起された学校の自主性・自律性の確立

とそのための学校と教育委員会の関係の見直しが「40年振りの リ ス トラク

チュアリン グ（構造改革） 」といわれる所以である。 その基本となるコンセプ
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トは， 地方分権を実質化して各地の教育委員会が主体性を発揮できる条件を

醸成する こ と により， 学校とのよりよい関係づくりを促す， とい う ものであ

る． 学校との関係を見直し， 新たな関係づくりを追求すべしとい う のが， 今

日の方向である．

学校と教育委員会は， もともと， パ ー トナ ー シ ッ プ関係として構想 さ れた

が，保革のイデオロ ギ ー対立の渦 に巻き込まれて壊 さ れてしまった． しかし，

そ う い う イデオロ ギ ー的対立は今日の教育界では希薄 になっており， しかも

分権社会の構築とい う 理念の下では， 文部（科学）省の「縦の行政系列」 を利

用した地方教育行政のコン トロ ールは望ましくないとして， 機関委任事務や

教育長の任命承認制も廃止 さ れ， 教育委員会が自律できる条件がだんだん生

まれつつある． そ う い う 中で， 世界的潮流としての自律的学校経営とい う

校改善戦略の影響の下 に， 学校の自主・自律が提起 さ れてきた． とい う こ と

は， 両者の関係は， 教育委員会法の立法者精神 に含意 さ れている教育行政の

原点＝ パ ー トナ ー シ ッ プに返るべき こ とが要請 さ れているとい う こ とでもあ

る。

では， そのた め に， ど う い う 取り組みが可能なのか． パー トナ ー シ ッ プの

構築とい う のは目的を共有する対等な協力関係を築く こ とであるから， 学校

改善のパ ー トナ ー シ ッ プとは， 教育委員会と学校が子どもの学力を保障する

とい う 学校改善の目的を共有しつつ， 互い に 対等な立場で， それぞれ に自ら

の責任を適 切 に 果たす こ とにほかならない． パ ー トナ ー シ ッ プの成功のた め

には， お互い に自分の責務を的確 に遂行する こ とが基本となる。

3 学校改善 に お け る 学校 の 責 務 と 教育委 員会の責務

学校改善 に お ける学校の責務

学校がやるべき こ とは何か． 学校が学校改善の主体として動かない限り，

学校改善は長続きしないし， 成功しない． そのための基本条件として何が大

事かといえば， もっとも基本的な こ ととして， 教師が専門家としての力量を

十分 に発揮すると同時 に， 専門家として学び成長する こ と， そして， 専門家

としての実践が保障 さ れる こ とがある． 換言すれば， 教師一人一人が専門家

として仕事ができるよ う な関係が形成 さ れる こ とである．

学校改善の条件としての教師の学びと変容

教師は専門家として養成 さ れ， 免許状を持っていても， 最初から専門家と

しての力量が備わっているわけではない． 初任者の教師が 5年目，10年目の
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教師と同じ力量であるわけはない． キ ャ リアを積めば自動的に力がつくわけ

ではもちろんなく， また， 個人差もあるが， 教師もまたそれぞれに， 専門家

として 学 び成長し て い く． その学びと成長を刺激する場が学校の中になけれ

ばならない， と い う よりも， 学校そのものがそうした 場でなければならない。

そ う でなければ， 学校改善という， 持続的に教育力を高める営みは不可能で

あ る． ここで強調し た いのは， このことである．

学校改善論との関わりで， 最近， 注目されていることの一つが， 教師の学

びと変容(t each er l earning and chang e)というテー マ であり， 概念である．

これは， 教師が変化（進化）するのは教師の「学び」があってはじめて可能に

なるので あ っ て ， 教師を変える（進化させる）のは， どのよ う な「学び」であ

るのだろうか， と い う 問題意識が， この概念の背後にある． 教師はなかなか

変わらない， と いわれる． 教師はそれぞれ， 自分の授業実践の レ パ ー トリー

を た くさん持っ て いる． それはこれまでの授業実践の経験から学び蓄積して

き た もので あり， それぞれの教師の実践家としての「核」を構成して いる．

それだけに， 社会構造の変化に伴って 子どもの発達状況や発達課題が変わ

り， 授業実践の見直しが提起されても， 授業はなかなか変わらないし， 実際，

必要に迫られて も， 多くの教師が変えようとしない．

例えば， こ う い う 研究知見がある． エ ル モ ア らは， 学校の組織構造の改

革 に 関す る 実 証的 研 究の一 環とし て， 学 級 規 模縮 小 の 効 果 を検討し た

( R. Elmor e,  et . al . ,  Restructuring in th e Classroom , 1996)． 一学級当たり

の生徒数を少なくすることが果たして， 子どもの学習に影響するのか（効果

が あ るのか）と い う ， おなじみの研究であるが， 彼らの検討した事例では， 学

級 規模の縮小は子どもの学力向上にはつながらなかったとい う 結論を出して

い る． いうまでもないことであるが， 学級 規模の教育効果に関しては相 当の

研究蓄積が あり， 学級 規模が子どもの学力に一定の影響を与えることは明ら

かで あり， エ ルモア らはこうした研究蓄積を否定しよ う として いるわけでは

な い ． 彼らの関心は， 事例校において， なぜ， 予想された だけの成果が上が

らなかった のか， に ある 。 彼らは， 授業の観察や教師との面接データ などに

よっ て ， その理 由を突き止めようとした． そして， 学級 規模の変更にもかか

わらず教育効果が見られなかったのは， 教師 自 身が変わらなかった ためであ

ると い う 結論を出して いる． 教師はよく 口 にする． 学級に子どもが 40 人もい

れば， 授業の中で や り た いことがなかなかできない， 効果的なやり方とわ

かって い て も， 人数が多いのでどうしても制約され， 実施できない， と． つ

まり， 子どもの数が 3 0 人や 25 人だったら， こんなこともできるし， あんな
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こ と も や り た い と い う わ け で あ る ． と こ ろ が， 30 人学級や 25 人学級での授

業 の 実 際 を 見 る と ど う か． 授業 は あ ま り 変わ っ て い な い ． 授業実践 の レ パ ー

ト リ ー に 大 き な変化が な い ． 子 ど も の 数が少 な く な れ ばや り た い ， あ る い は，

で き る と 思 っ た こ と が， 現実 に は や れ て い な い の であ る ． 構造が変わ る ， っ

ま り ， 学級規模が変わ っ て も や れて い な い ． 教育改革 に お い て 構造 を 変 え る

こ と も 大事で は あ る が， 変更 さ れた 構造 の 中 で ど の よ う な変化が起 こ る か の

方 が も っ と 大事な の で あ る ． 学級規模 と い う 構造 を 変 え て も ， 教師が変わ ら

な け れ ば， 教育実践 を 変 え な け れ ば， 何 も 変わ ら な い ． 学級規模 を 変 え れ ば

自 動 的 に 子 ど も た ち の学 力 が高 ま る の で は も ち ろ ん な い ． 教師が授業 の 中で

さ ま ざ ま な 工夫がで き る た め の 条件の 一 つ と し て ， 学級規模 を 小 さ く す る と

い う こ と が あ る に す ぎ な い ． 学級規模が小 さ く な っ た ら ， そ れ に ふ さ わ し く ，

そ れが可能 に す る 授業 の レ パ ー ト リ ー を工夫 し て ， 授業の在 り 方 を 変 え て い

か な け れ ば， 教育改善 に と っ て 意味 の あ る 変化 は 生 ま れ な い ．

教師の学び と 変容の条件

こ こ に ， 学校改善 に と っ て ， 教師の 学 び と 変容， す な わ ち ， 教師が学 ん で，

変わ る ， 教育実践 を 変 え る と い う こ と の重要性が あ る ． 教師 は ど の よ う に 学

び， ど う 成長 し て い く の か， と い う こ と に 近年， 大 き な研究関心が向 け ら れ

て い る 所以 で あ る ． こ れ に つ い て わ か っ て き た こ と の 一 つ は ， 教師 は 仕事 を

通 じ て 学 ぶ こ と で変わ る こ と がで き る と い う 事実 であ る ． 教師 は ， 毎 日 ， 授

業 を し て ， 子 ど も た ち に 教 え る ． そ れ は 同時 に ， 子 ど も と の 相互作用 を繰 り

返 す 中 で い ろ い ろ な こ と を学 ん で い く こ と で も あ る ． ま た ， 授業の在 り 方 に

つ い て ， 教師がお互 い に 批評 し合 う ． 先輩 の授業 を 観察 す る こ と で ヒ ン ト を

得 る ． そ う し た 経験 を 通 し て ， こ う す れ ば い い ん だ と か， こ れで は だ め だ と

か， 理解 を 深 め ， 専門知 を 蓄積す る ． 教師 は そ う い う 風 に ， 経験 を 通 し て 反

省的思考 を繰 り 返 し て 学ぶ こ と で， 実践の レ パ ー ト リ ー を豊か に し ， 実践 を

柔軟 に 変 え る 知識 と 技術 を 体得す る よ う に な る の で あ る ．

こ れ に 対 し て ， 例 え ば， 行政研修の 一環 と し て ， 教員研修セ ン タ ー等での

研修が あ る ． 授 業づ く り に 関 す る 講義 を聴 き ， 納得す る ． し か し ， そ れで授

業が変わ る か と い う と ， こ の よ う な経験で は ， 授業が変わ る こ と は あ ま り な

い こ と が指摘 さ れて い る ． な る ほ ど と 納得 し て い る か ら ， 知識 と し て は 身 に

付 い た の は 確か で あ る ． こ う い う ふ う に や れ ば子 ど も の モ チ ベ ー シ ョ ン は高

ま る ， 授 業 の 展 開 は こ う や れ ば子 ど も は 意欲 的 に 授 業 に 参加 す る こ と に な

る ． と こ ろ が， そ う し た 新 し い知識が実際の授業 に な か な か反映 さ れ な い．
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教師の学び( teache r lea rning)が教育実践の変容(change)につながらないの

である． つまり， どこで， どんな形で学んだかが重要な意味を持つ． 知識と

して学 ぶだけでは， 授業実践に必ずしも生きてこない． 逆に， 例えば， 学校

の中 で同僚の授業を観察して，それについて共同討議をして，問題点を探る，

課題を見出す， 新た な授業の方略を提案する， こうした経験の方が自分の学

びとして， 教師の変容につながる学びであることが明らかになってきてい

る． これは学校を「学びの場」として組織化することの重要性を示唆する．

教師の学 び と 学校の社会関係資本

教師の学びと成長を刺激する場の条件としての社会関係資本(social capi ­

tal)という概念が注目されている． いわゆる人的資本(h uman capi tal)に対

する， 社会関係資本である． どういう概念かといえば， 前者が人材の質を表

すのに対して， これは社会関係の質を表す概念である． 例えば， 組織の中に

メンバー相互に信頼の感情が流れているとか， 新しい情報（知識や技術）への

アクセスがいつでもできるとか， 集団としての行動 規 範が共有されていると

か， そういう社会関係の存在が組織にとって大きな強み ＝組織能力の源泉で

あることは説明するまでもないが， それらは社会関係資本の代表的な要素の

例である． 組織の中で先輩と後輩がきちんとつながっていることは， 社会関

係資本としての意床を有するのであり， 後輩にとって先輩がいつでも相談に

乗って く れる頼れる存在であり， いろいろな情報にいつでもアクセスできる

というメリッ トがあることにもなる。 こうして， 社会関係資本が豊かにある

ことは， いろいろな形で組織のメ ン バーに対して学びと成長を刺激するきっ

かけをつ く る． 実際， 学校に上記したような社会関係資本が豊富にあるかど

うかは， 教師の学びと成長にとって重要な意味を持つ鬱 学校は自らの社会関

係資本に関心を持つ必要があり， それを豊かにするための努力をしなけれ ば

いけない．

教師の学びの条件としてのプ ロ フ ェ ッ シ ョ ナル ・ コ ミ ュ ニ テ ィ

教師の学びと成長を刺激する条件について，もう一つの示唆的な研究知見 を

取り上げよう． ルイ スらの提起するプロ フェッ ショナル ・ コミュニ テ ィ (p ro ­

fessional comm uni ty)という概念である( K.S .  Lo uis , e t. al ., Professionalism 

an d Comm un ity, 1995). ）レイスらは， 学校がプロ フ ェ ッ ショ ナル ・ コミュニ

テ ィ としての条件を備えているか， それが学校改善の鍵だという． アメリカ

の大都市の学区には， 半数以上が生活保護家庭（経済的困窮家庭）の子どもで
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あ る よ う な 学 区 が珍 し く な い 。 し か も ， ア フ リ カ 系 ア メ リ カ 人 も い れ ば， ア

ジ ア 系 の ア メ リ カ 人 も い て ， ヒ ス パニ ッ ク と 呼 ばれ る ラ テ ン 系 ア メ リ カ 人 も

い る ． そ の よ う な 英語 を 母語 と し な い子 ど も を も 含 ん で人種的 に 多様 な 学校

で， ど う す れ ば学力 を 高 め る こ と がで き る の か， ど の よ う な 条件が， そ ん な

困難な状況 の下 で学力 向上 を 可能 に す る の か． こ の よ う な 問題意識の下 に 研

究 を 行 っ て い る ． ル イ ス ら の結論 は ， 学校が プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・ コ ミ ュ ニ

テ ィ と し て 成立 し て い る か ど う か が子 ど も の 学業成績 に と っ て 決定的 に 重要

で あ る ， 子 ど も の 学力 に 密接 に 関係 し て い る と い う も の で あ る ．

そ れで は ， プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・ コ ミ ュ ニ テ ィ で あ る た め の 条件 と は何か．

ま ず， 教師 の 間 で価値観が共有 さ れて い る こ と ， 教育の ビ ジ ョ ン ， 子 ど も を

ど う 見 る か， 授業 は ど う な け れ ばな ら な い か， ど う い う 教材観 を 持 つ か， と

い う こ と に つ い て 共通 の 見方 ・ 考 え 方が浸透 し て い る ． そ れか ら ， 実践 に つ

い て の 対話が学校 の あ ち こ ち で， 当 た り 前 の こ と と し て ， 行わ れて い る ． 反

省 的対話 (reflective dialogue) が遍在す る と い っ て も よ い ． 自 分 は こ う い う

こ と に 悩 ん で い る と い え ば， 先輩が後輩の相談に 乗 っ て や る 関係 が あ る ． 学

年主任が い わ ば メ ン タ ー と し て 学年の若手の教師 に助言す る ． ま た ， 実践が

公 開 さ れて お り ， お 互 い に 授 業 を 見せ 合 う こ と が決 し て 特別 の こ と で は な

い ． ）レ イ ス ら は ， 教育実践 の脱私事化 (deprivatization) と い う 概念 を 使 う ．

そ れ は 私事化 (privatization) ， 自 分の授業実践 を 私事 と し て ， 自 分 だ け の も

の と す る と い う こ と の対極 に あ る 概念で， 自 ら の 実践 を 公開 ＝ 公共化す る と

い う こ と で あ る ． そ れ を通 し て ， お 互 い が お 互 い か ら 学ぶ． い い 面 も 悪 い 面

も 学べ る よ う な 環境が あ る ． さ ら に ， 子 ど も の 学 び と い う も の に 優先的 に 関

心 が注がれて い る こ と を ， プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・ コ ミ ュ ニ テ ィ の 要素 と し て

あ げて い る ． 当 た り 前 と い え ば そ う で あ る が， 実際の学校 を 省み る 時， や は

り 重要 な 要素 と い わ ざ る を え な い 。 子 ど も の 学 び に と っ て ど の よ う な 意味が

あ る の か， そ う い う 視点か ら 問題が提起 さ れ， 問題の処理が検討 さ れ る 雰囲

気があ る と い う こ と で あ る 。 例 え ば， 学校行事 を 変更 し な け れ ば な ら な い事

態が生 じ た と し よ う ． そ の 時， そ う し た 変更が子 ど も に と っ て ど う な の か，

子 ど も の 学 び に ど の よ う な 影響 が あ る か を つ ね に 問 う 風土が形成 さ れ て い

る ． 最後 に ， 協働 (collaboration) で あ る ． 教材の共同製作 な ど は， そ の 一例

で あ る が， 単 に ， 協力 (cooperation) と い う の で は な く ， 相異 な る 個性が力 を

合わせ て ， 何 か を 創 り 出 す と い う 関係 で あ る ． コ ラ ボ レ ー シ ョ ン が学校の ど

こ でで も 行わ れて い る と い う の が， プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・ コ ミ ュ ニ テ ィ の 要

素 の 一 つ であ る と い う わ け で あ る ．
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こうした諸条件が学校の中に存在することが， 教師の専門家としての学び
と成長を促進し， 専門家としての力量を発揮できて， 困難な状況下で子ども

の学力向上を可能にするというのである． 教師はそうした職場環境の中でこ

そ， さまざまに学んで成長していく． 学 ぶというのは何か本を読 むとか， 研

修会に出掛けていくだけではない． 教師というのは仕事をする中で仕事を通

して， その成功や失敗の経験から学んでいく 。 職場の中で同僚から学ぶ比重

が大きい． そして， そうした学びは， 教師を専門家としてより進化させる．

単に知識として入る授業のや り 方では授業実践について学んだことにならな

いし， 教室 の授業は変わらない 。 そうではなく， 同僚の実践の硯察， 同僚と

の対話， 同僚との コ ラボ レ ー ション， そういうことを通して， 専門家として

成長する．

学校改善の条件としての校長の リ ー ダー シ ッ プ

ところで， 校長の リ ー ダー シップというものも， 学校が学校改善の主体で

あるために， 無視できない条件であることはよくいわれることである。 学校

改善における校長の リ ー ダー シップの核心は何かについてはさまざまな議論

があるが， その一つが， 上に述べてきたようなプロ フ ェッ ショナル ・ コ ミュ

ニティの構築（形成と維持） に対するものであることはたしかである． しかし

また， 学校としての教育 ビ ジョンを打ち出すことも学校改善に際しての校長

の リ ー ダー シップの忘れてはならない側面である． 校長は優れて ビ ジョンを

持った リ ー ダーでなければならない。 そして， ビ ジョンは教師に共有されな

ければ意味がないから， ビ ジョンをどうするかについて教師に働きかける必

要がある． 働きかけても全然反応がない場合もあるから， そういう時は， 教

師の中に入って ビ ジョンについての議論や ビ ジョンを納得させるプロ セ ス が

重要となる。

校長の リ ー ダー シップのもう一つの核心として， 教師を エンパワ ー (em ­

p ower)する役割があ る ( ] . Blase , Empowering Tea chers , 1994)． エ ン パ

ワ ーするとは，教師に対して専門家としての敬意を払い (respe ct)，信頼し，

その潜在的能力を発揮できるように配慮することであるといってもよい。 い

ろいろなやり方がある． 励ますだけでもいい． エンパワ ーというから， 何か

特別のことをしなければならないということではない． その成長ぶりを評価

する言葉かけをすることだけでもよい。 去年と比べるとよくなったね， そう

いう言葉で語 り かけるだけでも， 教師はどれだけ励まされることになるのか

わからない． 教師が生き生きと動かない限り， 学校に活気は生まれない． ど
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の学校にも， 安心して仕事を任せられない， 悩みのたねにな る ような教師は

1 人や 2 人必ず い る ． しか し，そのような教師こそ，エンパワ ーを必要とす る

教師ではないのか． 校長自らが働きかけて， 学校というチ ームの一員として

引き込まなければならない． そのためには， 校長は， 教師との接触 ・ 交流が

きわ めて重要であ る ． 校長室にい る か， でなければどこかに出張してい る か

というような校長では， 学校改善は期待できない． 教師集団の中に積極的 に

入っていく． 迷惑がられ る かもしれないが， 教師との接触と交流を大切にす

る ． インタ ラク ショナル ・リ ー ダーという言葉があ る ． 教師と頻繁に接触し，

相互交流す る リー ダーであ る ． 校長は地域住民の中にも入っていかなければ
いけないが， 教師集団の中に入っていって， 子どもと向き合ってい る 教師一

人一人の思いを直接に知 る ， 肌で感ず る 必要があ る し， また， 教育の現場で

見せ る 個 々 の教師のよさも把握す る 必要があ る ． 「学校の中のことは教頭に

任せています， それでうまく行っています」 という校長がい る のも事実であ

る 。 それも一つのやり方にちがいないが， それであれば， 校長は教育事務所

とか教育委員会に出かけて， 学校が抱えてい る 課題， 学校のニー ズを説明す

る ， 新たな予算を確保す る というようなことをすべきであ る ． 校長が現場の

実情を伝え， 問題解決のリ ソ ースを獲得す る ための行動をと る ことは， あ る

意味で， 教師をエンパワ ー す る ことにつなが る ．

学校改善に お け る 教育委 員 会の責務

では，学校改善のパ ー トナ ーであ る た めに，教育委員会は何をなすべきか，

どのような責務が課せられてい る のであろうか．

教育委員会は「監督機構」 から「支援機構」へと， 大胆に自らの役割の再

定義に取り組むべきであ る ． 監督機構としての役割が不要にな る わけではな

いが， 少 な く とも支援機構としての役割に重点を置くべきであ る ． 学校支援

機構として行動す る とは， 学校が自ら主体的に学校改善に取り組む意欲を喚

起す る （あ る いは誘因を与え る ）ような条件整備をす る こと， わかりやす く 表

現すれば， 学校を「元気にす る 」 ような環境を醸成す る ことであ る ． そうし
た条件整備の取り組みとして， 少な く とも， ①学校の自由裁量の拡大， ②教

育ビ ジョンの創造とガイ ド ラインの設定， ③学校の組織能力の構築が考えら

れ る ．

学校の自 由裁鼠の拡大

まず， 学校の自由裁量の拡大であ る ． これは主体的 な学校づ く りに対す る
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誘因となり， 創意ある教育実践の前提条件を形成する条件整備といえる． こ

れまで教育課程の編成， 予算， 人事のどれをとっても， 学校の裁量は限定さ

れてきた． 例えば， 学校現場に要求されている， 特色ある教育課程の編成と

いっても， 「 規 制 ・ 監督」型の政策と制度の下では， 教育課程の編成自体が自

由な研究の対象とされて こ なかったため， 何か特色あるものを編成す ると

いった発想そのものが生まれにくかった． 「創意工夫」を試みる以前に， そう

した誘因に欠け， 教師の側にカリキュラム ・ メ ーカーとしての自覚も認識も

育たなかった． その こ とが， 試行錯誤しながら経験から学び， 教育課程の編

成に関わる専門的力量を成長させる機会を現場から奪ってきたといってもよ

い． 学校の自主的で創造的な教育改善を促進するには， 教育委員会が教育課

程の編成への 規 制を緩和し実験的な試みも含めて学校の主体的な取り組みを

許容する こ とが前提となる。 そのような条件の下ではじめて， 教育課程が自

由な研究の対象となり， 教育課程をめぐる議論が高まり， 教師の間にカリ

キュラム ・ メ ーカ ーとしての責任が自覚されることになる。 こ の点で， 教育

内容行政の第一線を担う指導主事の学校に対するスタ ンスが重要となる。 す

なわち， 教育課程の編成における学校の自由裁量を前提とした指導 ・ 助言が

求められる． 例えば， 学校の教育課程が学習指導要領にどれだけ準拠してい

るかではなく， 地域の教育課題をどう把握し， それを教育課程の編成にどう

反映させようとしているか， どこに創意工夫がなされているかを確認する こ

とに重点を移すべきであろう． また， 各学校の重点課題に対して柔軟に予算

を執行できる使途の特定されない裁量予算の拡大や， 人事に対する校長の意

思や判断を尊重する仕組みを確立するべきであり， これは， 校長が創造的な

リー ダー シ ッ プを発揮するための基本条件である点において， 学校の自由裁

量の拡大の重要な側面であり， 主体的な学校づくりへの誘因となる こ とはい
うまでもない。

教育 ビ ジ ョ ンの創造とガイ ド ラ イ ンの設定

つぎに， 教育委員会に求められる責務として， 地域教育ビジョ ンの創造と

ガイ ド ライ ンの設定という こ とがある． 学校の教育活動を方向付ける明確な

地域教育 ビ ジョ ンを創出し， それを実現するためのガイ ド ライ ンを設定し，

学校の教育活動をモニタリ ン グする， こ れは， アカウ ンタビリティが求めら

れる時代の教育委員会にとって， 重要な責務の一つである． こ れには， 学校

が達成すべき教育内容や学力に関するスタ ン ダー ド を構想しそれに基づく評

価を行うことも含まれる． こ れは， 学校の自由裁量の拡大と矛盾するのでは



3 学校改善における学校の貴務 と教育委員会の責務 217 

ないかという異論が出 さ れるか も しれない． しかし， 学校は こ うした ガ イ ド

ラ イ ンや ス タンダー ド に照らして ， それを評価の基準として自らの活動を見

し， 結果に対する説明責任を明確にする こ とができる． 学校のボ ト ム ア ッ

プの改革は， こ うした ガイ ドライ ンやスタン ダー ド がなければ， 方向性 を 見

失うおそれが多分にある． 「学校の自己評価」は学校の設定した目標・計画に

照らして行われるのであるが， その目標・計画の構想に際して方向指示器と

して機能するのが教育ビ ジョンであり ガイ ド ラ イ ンなのである（ も ちろん，

ビ ジョンや ガ イ ドラインをどのような手続きで， どのような形の も のを作成

するかという問題は残っている． 少なくと も ， 学校を含めた地域的な コ ンセ

ンサスに立脚するべきであろう）． また， モニタリン グとは， 学校をた だ「監

視」することではなく， 学校に関する評価情報を収集する こ とにより， 学校

がどのような支援ない し 介入を必要としているかを見極 めるための活動であ

る． 決して ， 地域の学校をランク付 け ， 競争的環境の中で学校を競わせる こ

とに中心的なねらいを置く も のであって はならない． モニタリン グにより，

問題解決に失敗している学校へ介入したり， 逆に， 順調に教育改善が進んで

いる学校に関する情報を収集・整理し地域の学校で共有 さ せる． この活動は

地域全体に対して 責任を負う教育委員会にとって 不可欠で， それを通して 自

らの制度と政策の有効性を検証するメ カニズムで も あると も いえる． こ れら

は学校のアカウンタ ビリテ ィ を確保するた めであり， 学校裁量の拡大と矛盾

する も のではない． 自由裁量を拡大し， 学校の教育改善への主体的取り組み

を奨励し保障する仕組みの中で， 一定の教育成果への説明責任を確保する シ

ステムであって ， こ れが機能する こ とで教育委員会は自ずと地域に対して管

理機関としての説明責任を果た す こ とになる． 個 々 の学校の実績（パ フ ォ ー

マンス）は， 教育委員会にとっては支援機構としての自らの実績（パ フ ォ ー マ

ンス）を査定するアセスメン トの材料となるがゆえに， こ うした ア カウンタ

ビ リ ティの確保につながる責務を疎かにすべきではない．

学校の組織能 力 の構築
支援機構としての教育委員会の責務として忘れてはならないのが， 学校の

組織能力(o rg anization alc ap aci ty)の構築， 学校が持続的に教育改善に取り

組めるだけの組織的能力の開発・ 形成である． 学校の自由裁量の拡大は学校

の自主・自律的な改革を促す． 他方， 地域教育のビ ジョンやガイ ドラ イ ンの

提示は， 学校改善の進籾べき方向性を明確にする． こ れらの教育委員会の行
動が学校改善を刺激する こ とは間違いないし， 学校改善の必要条件である．
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しかしながら， 十分条件ではない． 問題を感知したら自発的 に問題解決に取

り組み， 教育改善を主体的 に試み， それを持続させる能力を学校が備えてい

るかど う かが重要であって， それがなければ， 裁量権が与えられても自発的

な取り組みも生まれ にくいし， 生まれても継続的な取り組みとならない． 教

育改善がしばしば短命に終わるのは， 学校がそれを持続させるだけの組織能

力 に欠けるためである． 自由裁量だけでは，持続的な教育改善はなされない．

十分なリソースや優れたスタッ フが不可欠である． つまり， 教育委員会は学

校が持続的に教育改善に取り組めるだけの組織としての力量を備える手助け

をしなければならない．

学校の組織能力 の構築の た めの諸制度の見 直 し

こうした学校の組織的能力の開発・形成のための制度・政策を検討する視

点として， それが教師の学びと成長 に 貢献するかどうかという視点が重要で

ある． 特 に， 個々の教師の専門的力量の向上のための研修制度の見直しや教

育指導行政制度の見直しには， このような視点から早急 にとりかかる必要が

ある． まず， 研修制度の見直しについていえば， 研修制度が学校の組織能力

の構築に 寄与していることはいうまでもない． しかし， 例えば， 行政研修で

支配的な 「講習会」方式の研修( "one -stop " workshop)は， 教師の学びと変

容のメカニズムという観点からいえば， 「反省的実践」を刺激し促すもの に

なっておらず， 教師が新しい理論と方法を学び， それを教育実践 に 反 映させ

自らの教育実践を変える研修 にならないことが指摘されている( W. D . Haw ­

ley , The Keys to E ffective Schools , 2002)． すなわち， ただ単 に 教師を一同

に集めて授業実践 に関して何か新しい知識や技術を教えるのでは教師の職能

成長はあまり期待できない． 教師が学んで授業実践が変わるような， 専門家

としての成長は期待できない． また， 授業を媒介としない， 講習会方式の研

修というのは， いろいろな知識や技術を学ぶ場ではあるが， 教師が置かれて

いる特定の文脈， そこから生 じている特有の課題に対応するものではないた

め， 教師の抱える問題の解決 にあまり役立たないとされている． 近年， 権限

移譲 に伴い， 中核市では研修施設の整備も進んでおり， これまで以上 に行政

研修 に力を入れているが， その形態 に工夫を加えなければ， そうした整備も

コス トパ フ ォ ー マンスの低いもの になる可能性がある．

つぎ に， 指導主事 による教育指導行政 に つ いてであるが， それは本来， 専

門的事項 に 関する指導と助言 により学校の組織能力を高めるための制度的装

置である． しかし， それは多くの問題点を抱えている． 一つは， わが国の例
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を見るまでもなく， 現実の教育指導行政が多くの場合， 学校の「 自 立」への支

援ではなく， むしろ 「上意下達」による教育実践の「画ー化」をもた ら すメ カ ニ

ズムとして機能してきた点があげられる． そ こ で， 今後， 学校訪問は指導主

事の専門性を活用 すべく， 「大名行列」と椰楡されるよ う な儀式的な築団視察

ではなく， 指導主事がいつでも自由に頻繁に学校の要望 に 応 えて訪問 し教師

た ちと接触を繰り返す中で教師の抱 える実践的課題に助言する存在として活

躍できるように， その仕組みを再考するべきであ ろ う ． 換言すれば，

事自身が機動的に「動く リ ソ ース ・ セン タ ー」として，専門的助言のみな ら ず，

先進校の事例紹介， 研究情報の紹介， 人材の斡旋等を行う こ とが自由にでき

るよ う に， その職務内容の充実と拡大を固るよ う な再検討がなされるべきで

ある． 要 するに， 教育指導行政は学校現場の課題に即応した臨床的な支援を

行う こ とで， そ こ での「反省的実践」を促し， 学校の組織能力の向上に貢献す

べく， 見直されるべきである．

も う 一つの問題として， 指導主事が各学校 に対して，「教科の専門家」 とし

て関わっており， 「学校担 当 」者として， 学校改善やその基盤としての学校全

体の組織能力の成長を見守る「学校支援の専門家」 として関わ っ ていない こ

とがある． そのため， 個々 の教師の抱 える授業実践上の問題解決に役立っ て
も， それが学校の全体としての組織能力の向上に必ずしも結びつ かない こ と

があり， また， 各学校の抱 える諸事情について， 継続的に観察を行 う こ とで

問題を発見し， 相談に乗り， そして支援を行う， といった こ とがなかなかで

きないままになっ ている（京都市の地域教育専門主事制度は， こ うした学校

支援の専門家を制度化した先駆的事例と見る こ と ができる）．

こ うした役割の再定義に関わる制度 ・ 政策の見直しは， 具体的な施策の レ

ベルで考 えるならば， さまざまなものがあり えよ う 鬱 また ， 各教育委員会に

おいて地域の実情に応 じ た 創意ある具体的な取り組みが期待される． 重要な

こ とは， 市町村教育委員会が こ のよ う な制度・政策の見直しに取り組み，「役

割の再定義」 を意欲的かつ首尾よく行わない限り， 学校も教師の教育実践も

変わらないし， 自主的な学校改善も起 こ らない可能性が高い こ とを厳しく認

識する ことである．

教 育 委 員 会 に よ る 「役割の再定義」 の さ ま ざ ま な形

とはい え ， それに実際に取り組む こ とは容易な こ とではない． その体質や

組織陣容などから判断すれば， 現在の教育委員会にそれがど こ までできるの

か， とい う 疑問がないわけではない． 否定的な意見の方が多数を 占めるかも
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しれない． 実際，教育委員会の形骸化論，無用論＝ 廃止論が提起されている．

教育委員会制度をめぐっては， その存在理由を疑わせるような諸問題が指摘

されていることも事実である。 例えば， 教育委員会事務局の組織機構として

の未整備という現実がある． これは， 積年の課題として議論されてきたにも

か かわらず，いっこうに進展がない． こうした現実を前にすると，たしかに，

教育委員会に一体何ができるのか， と問われても不思議はない． 教育委員会

の責務についていくら語っても， それは「絵に描いた餅」でしかない。 たし

かに指導主事の配置されていない教育委員会に教育指導行政を期待すること

はできない． しかしながら， 例えば， 指導主事が配置されていなかったら，

何もしないというのではなく， 教育長が学校にでかけて， 指導主事としての

役割を果たす， といったことができるのではないか． そういう教育長がいな

いわけではない． だから， 指導主事がいないから， 教育指導行政については

何もできないというわけではない． 指導主事が未設置の教育委員会は教育研

修センタ ーの指導主事に学校訪問を依頼することができるし， 教育事務所と

の連携により， 自らの組織機構の未整備を補うことはできる． もちろん， 一

般行政職出身の教育長には， 授業を観察して助言をするような学校訪問はで

きない． しかし， 学校に行って， 学校がどんな様子か， どんなニー ズがある

かを知ること，あるいは，校長を励ますことはできる．「校長室をリニューア

ルしました」と教えてくれた教育長がいる． その教育長によれば， 教育経験

もないので， 学校現場の専門的なことはよくわからないが， 自分の行政経験

からすると， 校長室が非常に貧弱であると感 じ ， 貧弱な部屋ではいい仕事を

する意欲はわかないのではないかと思い， 校長室のリニューアルを行ったと

いうのである． これはほんの一例にすぎないが， 学校のパ ートナ ーとしての

仕事として， このようなやり方もある． もちろん， 今はどこも財政難で， 経

費のか かることはなかなかできにくいかもしれない． 大事なことは， そうし

た教育長の姿勢であり， その姿勢は， 学校を「元気にしたい」ということを

伝えるメッセー ジとなるはずである．

学校に対する支援機構であるために教育委員会にできることは財政的にも

大きく制約されている状況にあるが， 制約されている中で， 使途が自由な学

校裁量予算や校長裁量予算に取り組むことはできる． 例えば， 予算額自体は

多くなくても， 学校が自由に使える予算枠を用意する． それは， 内発的な改

善への刺激， 誘因になるのではないか． いろいろな制約に取り囲まれていて

も， 学校が主人公で， 学校を支援するために教育委員会としてできることを

メッセー ジとして伝えることは重要である．
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また ， 教育指導行政の見直しという場合， 市町村教育委員会の教育指導行

政が教育事務所によって補完されている現状を考えると， 教育事務所が変わ

る， 教育事務所の指導主事が変わっていく こ とが学校を変える一つの道では

ないか． 例えば， 福岡 県のある教育事務所の所長は「支援としての教育指導

行政」というコンセプ ト を打ち出している． 教育内容行政にして も 研修行政

にして も 学校訪問に して も 指導主事の在り方にして も ， 基本的な考え方を見

直さなくてはならない． 学校の組織能力の構築に寄与するような教育指導行

政は何だろうかという こ とを教育委員会が真剣に考え， 見直しを実践するな

らば， それは学校現場を大きく変えるか も しれない．

お わ り に ー 教育委員会 と 学校の互恵 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ ー

結 局， 教育委員会 と 学 校 は， 互 恵 的 ア カ ウ ン タ ビ リ ティ (reciprocal

accountability)を果たすべき関係にあり， 互いに学校改善のパー トナ ーとし

て， 自らの責務に取り組まな ければならない． 子ど も の「失敗」は， 子ど も

のニー ズに柔軟に対応できるだ けの学校の組織能力の欠如に起因する も ので

あり， 学校の 「失敗」 は， 学校のニー ズに柔軟に対応できるだ けの教育委員

会の組織能力の欠如に起因する も のであるという命題を正面から受 け 止 め

て， それぞれの責務を果たさなければならない．

［注】

1) 本章 は ， 「平成 1 7 年度 網走管内総合 ・ 教育づ く り 研究会 夏季研修会」 （平成 17 年 9 月

3 日 ： 東京農業大学生物産業学部 204 号教室） におい て 行 っ た 謂演 「学校改善と教育行

政の役割」 を基に し て いるが， 本書のテ ー マ の一 つ で も あ る， 今後の市町村教育委員会

の課題 に 関わ る も ので あ る こ と か ら ， 基本的 な 内容を踏襲 し つ つ大幅 な修正を施 し ， 新

た に論文 と し て 書 き 下 ろ し た も の で あ る． こ の機会を提供 し て い た だ い た教育づ く り

研究会の方々 ， 特に ， 瀬戸健一東京農業大学准教授 に 深 く 謝意を表 し た い
．

2) 本章の主題 に 関 わ る学校改善研究 に 関 し て は ， 欧米で 80 年代か ら 盛 ん に な っ て き て い

る こ と は周知の通 り であ るが， こ こ で は ， 主 と し て ア メ リ カ における学校改善研究 に依

拠 し つ つ ， そ こ での研究成果 （知見） を基に学校改善を め ぐ る学校と教育委員会との関

係 に つ い て 論ずる こ と に し た い． と は い え ， 講演 を基 に し て いる こ と も あ り ， 引 用 と 引

用 文献 に つ い て は き わ め て 限定 さ れた も ので あ り ， 包括的 な も の で も 本格的な も ので

も な い こ とお断 り す ると と も に ， そ の こ と に つ いて ， ご 了 承 い た だ き た い．
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